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重要政策課題⑫ 

環境・持続可能まちづくり 
重要政策課題  

環境・持続可能まちづくり ～100年持続可能な次世代のまちづくりに向けて 

12 

48 持続可能なエネルギー社会の構築 

（１）再生可能エネルギーの活用推進 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 住宅用太陽光発電施設の設置を促進するほか、県有地を活用した民間事業者によるメガソー

ラー事業の実施、県有施設の屋根の太陽光発電事業者への貸し出しなど、太陽光発電のさらな

る普及を図っていく。 

○ 「産学官連携・愛知県農業用水小水力発電推進検討委員会」において、推進方策の検討や技

術支援を進め、羽布ダム地区をはじめとする農業用水を利用した小水力発電の導入促進を図っ

ていく。 

○ 衣浦東部流域下水道、矢作川流域下水道、豊川流域下水道の各浄化センターにおける下水汚

泥のエネルギー利用など、バイオマスのエネルギー利用を推進していく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

太陽光発電の

さらなる普及 

住宅用太陽光発電

の普及促進 

・市町村と協調した設置補助

の実施 

・設置促進  

環境部 

県有地・県有施設を

活用した導入推進 

・県有施設への率先導入 

・太陽光発電事業者への県有

施設の屋根の貸し出し 

  
環境部 

関係部局 

・木曽岬干拓地の県有地の貸

付による民間事業者のメ

ガソーラー事業の実施 

 

 

  

地域振興部 

・臨海工業用地（田原１区、

４区）の貸付による民間事

業者のメガソーラー事業の

実施 

 

 

 

 

 

企業庁 

小水力発電の

導入促進 

農業用水を利用し

た小水力発電施設

整備の推進 

・「産学官連携・愛知県農業用

水小水力発電推進検討委員

会」における推進方策の検

討や技術支援 

・羽布ダムなどにおける小水

力発電施設整備事業の実施 

  

 

 

 

 

 

 

農林水産部 

バイオマスの

エネルギー利

用の推進 

下水汚泥の利用の

推進 

・衣浦東部流域下水道におけ

る下水汚泥の石炭代替燃料

としての利用の推進 

・豊川流域下水道、矢作川流

域下水道における下水汚泥

のメタン発酵によるガスの

エネルギー利用の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設部 

 

 

 

 

 

エネルギー利用

開始予定 

羽布ダムの施設

工事完了予定 

普及基数： 

2020 年度までに

40 万基 

メガソーラー  

稼働予定 

メガソーラー稼働予定 
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重要政策課題に対応する 

主要政策の実施計画 

 
Ⅱ 

 

【太陽光発電】               【下水汚泥燃料化施設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛・地球博記念公園サイクリングステーション      衣浦東部流域下水道 

 

＜コラム＞農業用水を利用した小水力発電の普及に向けて 

本県では、古くから木曽川、矢作川、豊川の三大河川を水源として大規模な農業用水が数

多く整備され、基幹的な農業用水利施設の延長が 2,467km で全国第３位、農地面積に対

する水路密度は全国第１位であり、農業用水を利用した小水力発電の高いポテンシャルを有

しています。 

こうした地域特性を生かし、農業用水を利用した小水力発電の導入を促進するため、

2012 年度に、愛知県土地改良事業団体連合会が「愛知県農業用水小水力発電推進協議会」

を設立し、これにあわせて、本県では、同協議会を技術的に支援するため、産学官の実務者

で構成する「産学官連携・愛知県農業用水小水力発電推進検討委員会」を設立しました。

2013 年度には、県の基本整備計画（マスタープラン）を策定するとともに、啓発パンフ

レット等を活用して普及促進を図っています。 

現在、県内では 25 地区で農業用水を利用した小水力発電の取組が進められており、

2014 年５月までに６地区で稼働を開始しています。 

（25 地区のうち、県営は、四谷地区（新城

市；2013 年 5 月稼働）、羽布ダム地区（豊

田市）、敷島地区（豊田市；2014 年 4 月稼

働）、高里第１地区（新城市；2014 年 5 月

稼働）の４地区で、その他は国や市町村など

によるもの） 

そのうち、愛知県が管理する羽布ダム（豊

田市）では、約 900kW の発電出力を持つ小

水力発電の整備を進めており、2016 年度に

工事が完了し、その後、運転・売電を開始す

る予定となっています。 

                       

 

農業用水を利用した小水力発電施設（新城市四谷） 
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重要政策課題⑫ 

環境・持続可能まちづくり 
重要政策課題  

環境・持続可能まちづくり ～100年持続可能な次世代のまちづくりに向けて 

12 

 

（２）未利用資源の循環活用 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 未利用資源の地域内循環利用を促進するため、「あいちゼロエミッション・コミュニティ構

想」で示した９つの地域循環型システムのモデルの事業化を県内各地で展開していくほか、家

畜排せつ物処理高度化施設の整備などによる家畜排せつ物の利用を図っていく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

未利用資源の

地域内循環利

用の促進 

あいちゼロエミッ

ション・コミュニテ

ィ構想の具体化 

・「都市マンション等における

ゼロエミッション」、「工場

等排熱の有効利用」、「食品

廃棄物等のバイオマス多目

的利用」の３モデルの事業

化の検討 

・構想の成果検

証、次期ステッ

プに向けたあ

り方検討 

・検討結果を踏ま

えた取組の推進 

環境部 

家畜排せつ物の利

用の推進 

・農家等が行う家畜排せつ物

処理高度化施設の整備支援 

 

・家畜排せつ物の再エネ利用

検討 

  

 

 農林水産部 

 

【あいちゼロエミッション・コミュニティ構想のイメージ図】 

 

施設整備数： 

2015 年度までに

150 か所 
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重要政策課題に対応する 

主要政策の実施計画 

 
Ⅱ 

（３）スマートコミュニティ形成の推進 
＜３か年の取組方向＞ 

○ スマートコミュニティ＊の形成に向け、「豊田市低炭素社会システム実証プロジェクト」へ参

画し、その成果を情報発信していくとともに、熱と電力を併せて供給するコージェネレーショ

ンの導入促進や水素エネルギー社会に関する検討などを行っていく。あわせて、本県が独自に

開発した「建築物環境性能総合評価システム（CASBEE あいち）」の普及により、環境に配慮

した住宅・建築物の整備を促進していく。 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

スマートコミ

ュニティ形成

の推進 

「豊田市低炭素社

会システム実証プ

ロジェクト」への参

画・支援 

（再掲 13（２）） 

・プロジェクトへの参画 

・先進事例の成果を情報発信

するためのセミナー開催 

  

産業労働部 

コジェネプラント

の導入など工場等

と周辺建物との電

力・熱融通の推進 

・コージェネレーションの導

入可能性などについて部局

を横断した研究を行うコジ

ェネ研究会の開催 

・検討結果を踏ま

えた取組の推進 

 

知事政策局 

関係部局 

・工場から排出される未利用

熱や再生可能エネルギー熱

の有効利用に関する技術開

発や実証実験の取組を支援

することを目的とした熱エ

ネルギー研究会の開催 

・検討結果を踏ま

えた取組の推進 

 

産業労働部 

水素エネルギー社

会に関する検討 

・水素社会研究会（仮称）の

開催、検討結果を踏まえた

取組の推進 

  

産業労働部 

環境に配慮した住

宅・建築物の整備の

促進 

・建築物環境性能総合評価シ

ステム（CASBEEあいち）の

普及 

 

 

・環境調査センター・衛生研

究所の建替えについて、「環

境首都あいちにふさわしい

全国モデルとなる新エネ・

省エネ施設」とするための

準備の推進 

  

 

 

環境部 

健康福祉部 

建設部 

 

【スマートコミュニティのイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境に配慮した住宅・建築物の整備：2020 年度までに 1,000 件 

豊田市東山町のスマートハウス群 とよたエコフルタウン水素ステーション 
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重要政策課題⑫ 

環境・持続可能まちづくり 
重要政策課題  

環境・持続可能まちづくり ～100年持続可能な次世代のまちづくりに向けて 

12 

49 「環境首都あいち」の実現に向けた取組の推進 

（１）「環境首都あいち」を支える担い手の育成 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 県民一人ひとりに実際の環境配慮行動「エコアクション」を促す事業を展開し、県内の環境

学習施設等のネットワークである「愛知県環境学習施設等連絡協議会（愛称：ＡＥＬ(あえる)

ネット）」を通じて様々な環境学習機会の提供を行うほか、「あいち環境学習プラザ」や「もり

の学舎」を拠点とする体験型の環境学習の推進、環境を基調とした地域づくりのリーダーを育

成する｢あいち環境塾｣の開講など、環境面から持続可能な社会を支える人づくりを進めていく。 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

環境面から持

続可能な社会

を支える人づ

くり 

県民一人ひとりの

実際の環境配慮行

動「エコアクショ

ン」の促進 

・県民参加型のイベントの開催 

・環境学習施設などのネット

ワーク「愛知県環境学習施

設等連絡協議会(ＡＥＬ(あ

える)ネット）」を活用した

環境学習の提供 

・エコアクションに関する学

習、情報発信などができる

専用の Web ページの開設 

  

環境部 

環境学習の推進 

・「あいち環境学習プラザ」や

「もりの学舎」を拠点とし

た体験型環境学習事業の実

施 

・環境学習コーディネータに

よる環境学習に関する講師

の紹介や学習内容の調整 

  

環境部 

環境を基調とした地域づく

りのリーダーの育成 

・「あいち環境塾」の開講   
環境部 

 【ＡＥＬ（あえる）ネット】       【もりの学舎（まなびや）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         

 

 

 

 

 

 

愛・地球博記念公園内 
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重要政策課題に対応する 

主要政策の実施計画 

 
Ⅱ 

 

（２）持続可能な社会づくりの取組促進 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 2014 年 11 月に本県で開催される「持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）に関するユネ

スコ世界会議」に合わせ、「ＥＳＤあいち・なごや子ども会議」や「あいちＥＳＤシンポジウ

ム」の開催などの取組を進めるとともに、世界会議の成果を継承する取組を推進していく。ま

た、ユネスコスクール＊への加盟を促進するとともに、学校におけるＥＳＤの取組を推進して

いく。 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

持続可能な開

発のための教

育（ＥＳＤ）

の取組の推進 

「ＥＳＤに関する

ユネスコ世界会議」

に合わせた取組の

推進 

・「ＥＳＤあいち・なごや子ど

も会議」の開催 

・「あいちＥＳＤシンポジウ

ム」の開催 

・世界会議の成果

を継承する取組

の推進 

 

環境部 

関係部局 

学 校 に お け る  

ＥＳＤの取組の推

進 

・ユネスコスクールへの加盟

促進、学校におけるＥＳＤ

の取組の推進 

・ユネスコスクー

ル交流会の開催

など、ユネスコ

スクールの取組

の推進 

 

教育委員会 

（３）持続可能な社会の実現に向けた県民の交通行動の変革促進 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 自家用車と公共交通、自転車、徒歩などをかしこく使い分けるライフスタイルである｢エコ 

モビリティ ライフ｣を、「あいちエコモビリティライフ推進協議会」のもと、県民運動として

推進し、持続可能な社会の実現に向けた交通行動への変革を促進していく。 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

「エコ モビ

リティ ライ

フ」の推進 

「エコ モビリティ 

ライフ」の普及啓発

等 

・「あいちエコモビリティライ

フ推進協議会」における県

民運動の展開 

・「エコモビの日」（毎月第一

水曜日）の啓発活動の実施 

・県内事業所が、一定期間に

「エコ通勤」を中心とした

活動を実践する「エコモビ

実践キャンペーン」の実施 

  

地域振興部 

パーク＆ライド＊の

普及拡大 

・リニモ沿線地域等や店舗利

用型のパーク＆ライドの普

及推進 

  
地域振興部 

建設部 

 

【ユネスコスクールの活動】      【エコ モビリティ ライフシンボルマーク・イメージロゴ】 

 

 

 

 

 

 

協議会構成員：

2015年度までに

180 

米作りを通した環境学習（東浦町立緒川小学校） 
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重要政策課題⑫ 

環境・持続可能まちづくり 
重要政策課題  

環境・持続可能まちづくり ～100年持続可能な次世代のまちづくりに向けて 

12 

（４）「人と自然が共生するあいち」の実現 

＜３か年の取組方向＞ 

○ 県内 9 地域の生態系ネットワーク協議会において、産学行政が連携し、生物多様性の保全に

向けた取組を進めるとともに、開発等により失われる自然環境を開発区域内外で代償する「あ

いちミティゲーション」を推進し、多様な主体の協働により開発と生物多様性保全の調和を図

る「あいち方式」の普及を図っていく。 

○ 都市と自然が調和した水辺・緑地づくりを促進するため、自然や親水性に配慮した河川整備

や都市緑化の推進、農地等が持つ多面的機能の維持・向上を図っていく。 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

生物多様性保

全の「あいち

方式」の推進 

産学行政が連携し

た取組の推進 

・生態系ネットワーク協議会

を通じた取組の推進 

・生態系調査の実施（西三河

南部地域） 

・生物多様性自治体ネットワ

ークを活用した取組の推進 

 

 

 

 

 

環境部 

「あいちミティゲ

ーション」の推進 

・「自然環境の保全と再生のガイ

ドライン」に基づく「あいちミ

ティゲーション」の試行 

・試行結果を踏ま

えた制度や運

用体制の検討 

・「あいちミティ

ゲーション」の

本格運用 

環境部 

都市と自然が

調 和 し た 水

辺・緑地づく

りの促進 

自然や親水性に配

慮した河川整備や

都市緑化の推進 

・多自然川づくりの実施 

 

 

・市街化区域等の民有樹林地の

市町村有地化及び緑地整備 

・民有地の敷地及び屋上、壁

面等の緑化 

・公共施設の沿道等の街路樹

の植え替え 

・県民参加の都市緑化活動の

支援 

：  

建設部 

農地等の持つ多面

的機能の維持・向上 

・環境に配慮した農業農村整

備事業の実施 

 

 

・農業農村多面的機能支払事業を

活用した地域活動組織の支援 

 

 

 

 

 

農林水産部 

【開発と生物多様性保全の調和を図る本県独自の「あいち方式」の取組イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生物多様性の保
全や環境に配慮
した農業用施設
整備：2015 年度
までに 100 地域 

2015 年度までに
141.9km 

2009～2018年度までの間で 1,000件 

2009～2018年度までの間で 145か所 

2009～2018年度までの間で 780回 

2017 年度までに９協議会設立 

2009～2018年度までの間で 124か所 
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主要政策の実施計画 
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（５）三河湾再生への実践行動 

＜３か年の取組方向＞ 

○ 「里海」としての三河湾を再生するため、「三河湾環境再生プロジェクト」を推進し、三河

湾への関心を高める取組や干潟・浅場の造成を進めていく。 

○ 海域や河川の水質の保全を図るため、下水道や農業集落排水処理施設の整備、合併処理浄化

槽の設置促進などにより、汚水の適正処理を推進していく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

「里海」とし

ての三河湾の

再生 

三河湾環境再生プ

ロジェクトの推進 

・県民参加の里海調査の実施 

・三河湾大感謝祭の開催や集客

施設等におけるＰＲ活動 

・「あいち森と緑づくり税」を活

用したＮＰＯ等の活動支援 

・干潟・浅場の造成、覆砂の

実施 

 

  

環境部 

農林水産部 

建設部 

汚水の適正処

理の推進 

下水道の整備 
・流域下水道の整備推進 

・公共下水道整備に係る市町村

への技術支援 

  

建設部 

農業集落排水処理

施設の整備 

・市町村の施設整備に対する

助成と技術上の支援 

 

 

 

 

農林水産部 

浄化槽の設置促進 
・合併処理浄化槽の設置に対

する市町村への助成 

 

 

 

 

環境部 

 

 

【干潟の生き物観察会】            【干潟・浅場の造成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道普及率： 
2015 年度までに
80％ 

干潟・浅場の造成・覆

砂: 2011～2015 年度

までの間で 50ha 
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重要政策課題⑫ 

環境・持続可能まちづくり 
重要政策課題  

環境・持続可能まちづくり ～100年持続可能な次世代のまちづくりに向けて 

12 

50 持続可能な集約型のまちづくり 

（１）都市機能の集積と多核連携型の持続可能なまちづくり 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 業務・商業、医療・福祉等の都市機能の集積を図るため、区画整理事業や市街地再開発事業、

都市再生整備計画事業などを促進するとともに、県民のニーズに応じた良質な住まいの提供や

住宅ストックの有効活用を促進し、都市の再構築を進めていく。 

○ 東部丘陵線（リニモ）の経営安定化や利用促進をはじめ、鉄道網やバス路線など公共交通の

維持・充実を図り、多核連携型のネットワークの形成を図っていく。 

○ 「美しい愛知づくり基本計画」に基づく取組を進め、良好な景観の形成を図っていく。 

○ 指定緊急避難場所＊の環境整備に係る市町村補助や、広域避難場所等となる県営都市公園の

整備などにより、災害避難場所の整備・確保を図っていく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

都市機能の集

積と都市の再

構築の促進 

業務・商業、医療・

福祉等の都市機能

の集積 

・区画整理事業や市街地再開

発事業、都市再生整備計画

事業の促進 

 

  

建設部 

県民のニーズに応じ

た良質な住まいの提

供・住宅ストックの有

効活用の促進 

・長期優良住宅建築等計画の

認定による良質な住宅スト

ックの形成 

・市町村における空き家相談

体制の整備促進 

  

建設部 

多核連携型の

ネットワーク

形成 

鉄道網の維持・充実 

・リニモ第二次経営安定化策

に基づく経営支援 

・リニモ利用促進のための取

組の実施 

・名鉄西尾・蒲郡線の利用促

進等の地元の取組への協力 

・愛知環状鉄道設備改修の支援 

・鉄道高架事業の実施 

  

地域振興部 

建設部 

バス路線の維持 
・乗合バス路線の運行を維持す

るための助成 

  
地域振興部 

良好な景観の

形成 

「美しい愛知づく

り基本計画」に基づ

く良好な景観の形

成 

・県民等が行う活動や市町村が

行う景観計画策定に対する

支援 

・シンポジウムの開催やまち

なみ建築の表彰などの啓発

活動の実施 

 

  

建設部 

オープンスペ

ースを活用し

た緑地の拡大

や災害避難場

所の整備・確保 

災害避難場所の整

備・確保 

・指定緊急避難場所の環境整備

に係る市町村補助 

・広域避難場所等となる県営

都市公園の整備推進 

  

防災局 

建設部 

 

 

 

 

 

着工新設住宅戸数に対する長期

優良住宅認定戸数の割合：2020

年度までに 30％ 
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重要政策課題に対応する 

主要政策の実施計画 

 
Ⅱ 

 

【市街地再開発事業】           【リニモ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊田市駅前通り北地区市街地再開発事業 

 

（２）商店街・中心市街地の活性化 

＜３か年の取組方向＞ 

○ 「地域コミュニティの担い手」として商店街の活性化を図るため、市町村が計画的・主体的

に行う商店街活性化の取組を支援するとともに、商店街活性化アドバイザー派遣や商店街マネ

ージャー配置に対する支援を行っていく。また、「愛知県商業・まちづくりガイドライン」に

より、大規模小売店舗等と地域との共生を図っていく。 

○ 中心市街地の活性化を図るため、市町村が行う「中心市街地活性化基本計画」策定に対する

協力を行っていく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

商店街の活性

化 

商店街活性化に向

けた取組支援 

・げんき商店街推進事業費補

助金による市町村の商店街

活性化の取組支援 

・県が指定した活性化モデル

商店街への重点・集中的な

支援 

・商店街活性化アドバイザー

の派遣や商店街マネージャ

ーの配置の支援 

  

産業労働部 

大規模小売店舗等

と地域との共生 

・「愛知県商業・まちづくりガ

イドライン」の推進 

  
産業労働部 

中心市街地の

活性化 

市町村の取組の支

援 

・市町村が行う中心市街地活

性化基本計画策定に対する

協力 

  

産業労働部 

 

【刈谷市刈谷駅前商店街「カリアンナイト」】 【豊川地区商店街「いなり楽市」】 
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重要政策課題⑫ 

環境・持続可能まちづくり 
重要政策課題  

環境・持続可能まちづくり ～100年持続可能な次世代のまちづくりに向けて 

12 

51 社会資本の計画的・効率的な維持管理・更新、運用 

（１）戦略的なアセットマネジメントの展開 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 庁舎等について、「県有施設利活用・保守管理プログラム」に基づき、規模見直しや機能の

統合化・集約化を進めていく。また、県有施設・社会インフラ全体について、中長期的な観点

から、集約化、長寿命化、点検・診断等、利活用最適化にかかる基本的方向性を取りまとめ、

計画的・効率的な維持管理・更新を推進していく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

戦略的なアセ

ットマネジメ

ントの展開 

庁舎等の規模の見

直し、機能の統合

化・集約化の推進 

・「県有施設利活用・保守管理

プログラム」に基づく庁舎

等の集約化等の推進 

 

 

 

 

 

 

 

総務部 

関係部局 

県有施設・社会イン

フラの計画的・効率

的な維持管理・更新

の推進 

・利活用最適化にかかる基本

的方向性の取りまとめ 

・基本的方向性に

基づく取組の

推進 

 

総務部 

関係部局 

 

（２）県有施設・社会インフラへの民間活力の導入、効率的な運用 
＜３か年の取組方向＞ 

○ 愛知県森林公園ゴルフ場など既にＰＦＩ＊を導入している事業を着実に推進していくととも

に、「豊川浄化センター汚泥処理施設等整備・運営事業」及び「犬山浄水場始め２浄水場排水

処理及び常用発電施設等整備・運営事業」におけるＰＦＩの導入を進めていく。また、環境調

査センター・衛生研究所や運転免許試験場の建替えにあたり、ＰＦＩ導入の検討などを進めて

いく。さらに、愛知県道路公社が管理する道路整備特別措置法に基づく道路のうち、８つの有

料道路において、コンセッション方式＊の導入を進めていく。 

 

＜具体的な取組・施策と実施計画＞ 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

ＰＦＩ事業等

の導入 

ＰＦＩ事業の着実

な推進 

・愛知県森林公園ゴルフ場、

愛知県産業労働センター、

県営浄水場（愛知用水地域

及び三河地域）でのＰＦＩ

の着実な実施 

・ＰＦＩ導入ガイドラインに

よるＰＦＩの適切な導入・

運営 

  

総務部 

産業労働部 

農林水産部 

企業庁 
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重要政策課題に対応する 

主要政策の実施計画 

 
Ⅱ 

 

取組・施策 
実施計画（年度） 

所管部局 
2014 2015 2016 

ＰＦＩ事業等

の導入 

新たなＰＦＩ事業

の導入 

・豊川浄化センター汚泥処理

施設等整備・運営事業の推

進 

 

 

 

 

 

 

 
建設部 

・犬山浄水場始め２浄水場排

水処理及び常用発電施設等

整備・運営事業の推進 

 

 

 

 

 

 
企業庁 

・環境調査センター・衛生研

究所についてＰＦＩ手法を

用いた施設建替えを行うた

めの準備の推進 

  

環境部 

健康福祉部 

・運転免許試験場における導

入可能性の検討 

  総務部 

警察本部 

県道路公社が管理

する有料道路にお

けるコンセッショ

ン方式の導入 

・「有料道路コンセッションに

関する基本的考え方（案）」

の公表・意見募集 

・意見を踏まえた事業スキー

ム等の整理 

・コンセッション

方式の導入の

推進 

 

建設部 

民間資金等を活用

した整備手法の導

入 

・待機寮における定期借地権

方式等の導入可能性の検

討・実施 

 

 

 

 

 警察本部 

 

＜コラム＞わが国初の有料道路コンセッションの実現に向けて 

本県では、愛知県道路公社が管理する道路のうち、８つの有料道路の運営を民間事業者が

行うコンセッション方式の導入に向けて取り組んでいます。 

現在、道路整備特別措置法に基づく有料道路を運営できる者は、都道府県等の道路管理者

や地方道路公社に限られています。そうした中、本県では、民間における新たな事業機会の

創出や、民間の創意工夫による低廉で良質なサービスの提供、さらには沿線開発を含めた地

域経済の活性化を図ることを目的に、国の構造改革特区制度を活用した有料道路コンセッシ

ョンの実現をめざし、国との協議を重ねてきました。 

2014 年５月には、「民間事業者による公社管理有料道路の運営を可能とするため、公共

施設等運営権を有する民間事業者に料金徴収権限を付与する等の道路整備特別措置法の特

例を設けることとする」との政

府の対応方針が決定され、特区

提案の実現に向けて大きく進

展しました。 

今後は、法改正後、事業者募

集等の手続きを行うなど、わが

国初となる有料道路における

コンセッション方式の導入を

進めていくこととしています。 

 

 

 

民営化をめざす有料道路８路線 

施設の管理 

運営開始 

設計・建設工事

完了 

衣浦豊田道路 
 

知多横断道路 

猿投グリーンロード 
 

知多半島道路 

衣浦トンネル 
 

南知多道路 
 

名古屋瀬戸道路 

 

中部国際空港 
連絡道路 
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重要政策課題⑫ 

環境・持続可能まちづくり 
重要政策課題  

環境・持続可能まちづくり ～100年持続可能な次世代のまちづくりに向けて 

12 

 

 




